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夜空にきらめく 冬の魔法
ドリームイルミネーション／寺谷

　このイルミネーションは、寺谷の塚根さんが自宅の庭に
作成されたもので、サンタクロースやクリスマスツリーが
にぎやかに輝いています。
　塚根さんは、倉吉まちづくり協議会が毎年開催している
「ドリームイルミネーションコンテスト」で“マイスター”の
称号を受けられたベテラン。今年も１０月ごろから家族と協
力して飾りつけ、１２月１日には点灯式を行いました。
　ドリームイルミネーションコンテストの応募作品は、出
品者の協力により、１２月１５日から１月５日まで市内各
所で点灯します。コンテストの結果と応募作品の場所は、
１２月下旬に倉吉まちづくり協議会ホームページで公開され
る予定です。
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平
成
17
年
３
月
22
日
に
関
金
町
と
合

併
し
、
平
成
17
年
度
は
新
市
の
実
質
的

な
初
年
度
と
な
り
ま
し
た
。
効
率
的
な

財
政
運
営
に
配
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し
な
が
ら
、
新
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の

発
展
と
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民
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福
祉
向
上
に
努
め
ま
し

た
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決
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し
た
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決
算
し
た
主
な
事
業
は
、
若
者
の

定
住
化
促
進
基
金
創
設
１
３
億
７
，

０
０
０
万
円
、
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
整
備

補
助
２
億
６
，９
１
５
万
円
、
小
鴨
小

学
校
建
築
１
億
２
，２
１
７
万
円
、
上

井
再
開
発
住
宅
整
備
１
億
８
，７
３
４

万
円
、
鴨
川
中
学
校
体
育
館
建
築
１
億

５
，８
１
８
万
円
な
ど
で
す
。

特
別
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計

国
民
健
康
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険
事
業

　

歳
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額
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８
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９
，９
１
３
万
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、
歳
出
総
額
は
４
７
億
８
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８
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あ
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、
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入
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歳
入
で
は
、
保
険
料
お
よ
び
保
険

税
１
３
億
５
９
３
万
円
、
国
庫
支
出

金
１
７
億
９
０
２
万
円
、
一
般
会
計
繰

一般会計決算

市税などの住民一人当たり負担額

主な事業
若者の定住化促進基金創設

１３億７,０００万円

ケーブルテレビ整備補助

２億６,９１５万円

小鴨小学校建築

１億２,２１７万円

上井再開発住宅整備

１億８,７３４万円

鴨川中学校体育館建築

１億５,８１８万円

市民税
39,789円
（22.5%）

固定資産税
59,968円
（33.9%）

国民健康保険料
63,207円
（35.8%）

軽自動車税 2,271 円（1.3％）

（合計17万6,855 円） 市町村たばこ税 6,590円（3.7％）

都市計画税 4,931円（2.8％）
入湯税 59円（0.0％）

国民健康保険税40 円（0.0％）
＊住民基本台帳人口および外国人登録人口 52,833 人
　被保険者数 21,112 人（平成 18.3.31 現在）

市税5,966,550
(5,989,101)22.8%

地方譲与税474,928
(474,928)1.8%

利子割交付金29,169  
(29,169)0.1%

配当割交付金10,710
(10,710)0.0%

株式等譲渡所得割交付金16,744
(16,744)0.1%

地方消費税交付金576,658 
(576,658)2.2%

ゴルフ場利用税交付金3,768 
(3,768)0.0%

自動車取得税交付金111,287  
(111,287)0.4%

地方特例交付金167,019 
(167,019)0.6%交通安全対策特別交付金9,914 

(9,914)0.0%分担金及び負担金353,807 
(353,747)1.4%

使用料及び手数料280,572
(291,272)1.1%

国庫支出金2,439,176
(2,717,350)9.3%

県支出金1,212,036 
(1,308,958)4.6%

財産収入181,784 
(205,464)0.7%

寄附金7,162 
(9,005)0.0%

繰入金44,274
(124,912)0.2%

繰越金493,514
(493,514)1.9%

諸収入2,773,932 
(3,192,565)10.6%

市債3,066,300
(3,217,300)11.7%

議会費219,440
(228,684)0.9%

総務費4,571,621 
(4,617,364)17.8%

民生費5,933,212 
(6,119,477)23.2%

衛生費2,439,607 
(2,486,849)9.5%

労働費8,468
(8,574)0.0%

農林水産業費863,615 
(882,269)3.4%

商工費2,252,758
(2,542,128)8.8%

土木費2,720,192
 (3,157,816)10.6%

消防費749,533
(758,545)2.9%

教育費1,988,293 
(2,469,341)7.8%

災害復旧費99,595 
(229,341)0.4%

公債費3,779,478 
(3,780,825)14.7%

諸支出金140  
 (200)0.0%

予備費0
(4,597)0.0%

地方交付税7,982,625 
(7,982,625)30.5%

（　）：予算額
  ％  ：全体に対する割合

（単位：千円）

（単位：千円）

歳入合計

26,201,929
（27,286,010）

歳出合計

25,625,952
（27,286,010）

2006.12.15（2）
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◎
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会
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い
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は
、

順
調
に
運
営
し
て
い
ま
す
。

特別会計決算都市計画税の充当割合

入湯税の充当区分

企業会計決算

予 算 額 決 算 額 予算額 決算額

収益的収入 1,026,857 1,030,719 資本的収入 164,995 158,463 

収益的支出 1,015,716 992,927 資本的支出 489,510 452,151 

【水道事業】

【国民宿舎事業】

予 算 額 決 算 額 予算額 決算額

収益的収入 274,061 245,560 資本的収入 ‐ ‐

収益的支出 299,407 274,538 資本的支出 50,298 50,298 

（単位：千円）

（単位：千円）

会    計    名 予 算 額 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 事 業 4,906,195 4,899,128 4,786,867 

介 護 保 険 事 業 3,794,192 3,798,845 3,726,046 

老 人 保 健 事 業 6,144,064 6,144,061 6,144,061 

簡 易 水 道 事 業 202,170 198,473 198,473 

温 泉 配 湯 事 業 7,639 7,706 5,490 

住 宅 資 金 貸 付 事 業 143,092 144,425 94,415 

高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業 4,932 5,270 4,929 

土 地 取 得 事 業 54,003 1 1 

上井羽合線沿道土地区画整理事業 907,300 893,715 636,915 

下 水 道 事 業 3,481,467 3,429,343 3,428,892 

駐 車 場 事 業 33,653 33,501 33,501 

集 落 排 水 事 業 1,093,307 1,005,244 1,005,239 

高 城 財 産 区 3,760 3,394 2,584 

小 鴨 財 産 区 855 703 703 

北 谷 財 産 区 158 158 0

上 北 条 財 産 区 31,425 31,168 1,080 

項　　　　　目 決 算 額

支　出

街 路 費 662,308 

公 園 費 4,972 

下 水 道 費 636,404 

土 地 区 画 整 理 費 3,783 

公 債 費 2,068,475 

合　　計 3,375,942 

収　入

特 定 財 源 2,072,227 

都 市 計 画 税 Ａ 256,489 

一 般 財 源 等 Ｂ 1,047,226 

合　　計 3,375,942 

充当割合 Ａ／（Ａ＋Ｂ）×100 19.7％

■都市計画税は、都市計画事業または土地区画整
理事業に必要な費用に充てるため、都市計画区域
のうち、用途地域内に所在する土地および家屋に
課す税金です。

項　　　　目 決 算 額 充 当 額

環 境 衛 生 施 設 の 整 備 17,474 0 

鉱泉源の保護管理施設 0 0 

消 防 施 設 等 の 整 備 10,469 0 

観 光 施 設 の 整 備 0 0 

観 光 振 興 23,670 3,254 

合　　計 51,613 3,254 

（うち入湯税の充当事業）

倉吉市観光協会補助金 1,922 1,922 

とっとり梨の花温泉郷 
連 絡 協 議 会 負 担 金

1,400 1,332 

■環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設および消
防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに
観光の振興に要する費用に充てるため、鉱泉浴場
における入湯に対し、入湯客に課する税金です。

（単位：千円）（単位：千円）

（単位：千円）

平成１７年度決算の概況平成１７年度決算の概況

（3）平成 18.12.15



　

国
・
地
方
の
財
政
状
況
が
大
変
厳
し
い
状
況
に
あ
る
中
で
、
市
民

の
皆
さ
ん
に
、
市
の
資
産
や
負
債
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知
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い
た
だ
く
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を
目
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に
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借
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し
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ま
す
。

　

現
在
の
会
計
制
度
の
も
と
で
は
、
民
間
企
業
と
同
様
な
も
の
を
作

成
す
る
こ
と
は
困
難
で
す
が
、
よ
り
分
か
り
や
す
い
情
報
の
提
供
を

行
う
よ
う
努
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

平成１７年度 貸借対照表（バランスシート）
（平成 18 年 3月 31 日現在）（単位：千円）

借　　　　方 貸　　　方

〔資産の部〕 〔負債の部〕

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 3,957,671 （１）地方債 31,267,485 

（２）民生費 3,436,493 

（３）衛生費 389,496 （２）債務負担行為

（４）労働費 175,177 　①物件の購入等 0 

（５）農林水産業費 6,780,038 　②債務保証又は損失補償 0 

（６）商工費 1,439,185 　　債務負担行為 計 0 

（７）土木費 41,175,535 

（８）消防費 206,881 （３）退職給与引当金 3,936,264 

（９）教育費 22,283,213 

（１０）その他 557,503 （４）その他 0 

　計 80,401,192 

（うち土地 26,583,427） 固定負債 合計 35,203,749 

有形固定資産 合計 80,401,192 

２．流動負債

２．投資等

（１）投資及び出資金 714,514 （１）翌年度償還予定額 3,131,644 

（２）貸付金 1,501,619 

（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0 

　①特定目的基金 3,225,553 

　②土地開発基金 442,696 流動負債 合計 3,131,644 

　③定額運用基金 1,950 

　　基金 計 3,670,199 負債 合計 38,335,393 

（４）退職手当組合積立金 0 

投資 合計 5,886,332 

〔正味資産の部〕

３．流動資産

（１）現金・預金 １．国庫支出金 14,944,377 

　①財政調整基金 588,660 

　②減債基金 752,118 ２．都道府県支出金 7,531,771 

　③歳計現金 883,129 

　　現金・預金 計 2,223,907 ３．一般財源等 28,314,350 

（２）未収金

　①地方税 439,045 正味資産 合計 50,790,498 

　②その他 175,415 

　　未収金 計 614,460 

流動資産 合計 2,838,367 

資産 合計 89,125,891 負債・正味資産 合計 89,125,891 

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 61,880千円

②債務保証及び損失補償 216,776千円

③利子補給等に係るもの 0千円

▼ 昨年度と比べて資産が３億４千万円程度の増額になっています。基金が
１５億５千万円の増額となっていますが、これは若者の定住化促進基金を創設したた
めです。また、有形固定資産は１６億４千万円の減額となっています。
　有形固定資産で減額が大きかったのは農林水産業費と土木費でそれぞれ７億２千万
円と４億１千万円の減額でした。これは平成１７年度に行った建設事業に比べ、減価
償却額が大きいためです。
　負債は全体で５億４千万円の増額になっています。これは合併特例債（若者の定住
化促進基金創設など）の発行などにより、地方債残高が増加したためです。正味資産
は差引で１億９千万円減額になっています。
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